
事業番号 28

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(  厚生労働省　)

予算事業名 医療施設の耐震化
事業開始
年度

平成１８年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

予算補助
関係する計
画、通知等

・平成22年5月24日厚生労働省発医政0524第5号「医療施設運営
費等補助金、中毒情報基盤整備事業費補助金及び第三者病院機
能評価支援事業費補助金の国庫補助について」
・平成22年3月24日医政発0324第16号「災害医療対策事業等の実
施について」
・平成21年6月5日厚生労働省発医政第0605004号「平成21年医療
施設耐震化臨時特例交付金の交付について」

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　大規模地震等の災害時に重要な役割を果たす災害拠点病院等の医療機関の耐震整備を行い、地震発生時において
適切な医療提供体制の維持を図る。

担当部局庁 医政局 担当課室 指導課 指導課長　新村

会計区分 一般会計 上位政策 －

23年度要求

予算額(補正後） 131 88 122,294 25 21

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

未耐震の災害拠点病院、救命救急センター、二次救急医療機関が行う耐震化のための新築、増改築、耐震補強工事に
ついて、各都道府県に基金を設置し費用を助成する。

実施状況 ２１年度交付件数：４６都道府県

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 8.40% 7.95% 99.94%

執行額 11 7 122,224

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

事業終了後、補助事業者から提出された実績報告書に基づき、全ての経費について、支出先、使途をチェックしている。
したがって、事業目的の実現や効果の観点からの検討は行われている。
なお、当該経費については、各都道府県における医療機関の耐震化整備において有効に活用されている。

見直しの
余地

「自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指すための総合プラン」（平成２０年４月２３日中央防災会議決定）において、平成２２年
度末までに、すべての建物及び及び一部の建物が耐震化されていない災害拠点病院及び救命救急センター（以下「災
害拠点病院等」という。）のうち約５割程度の施設を耐震化（平成１７年度　４３．３％　→　平成２２年度末７１．６％）するこ
とが掲げられている。
平成２１年度の耐震改修状況調査では、災害拠点病院の耐震化率は６２．４％であり、目標達成には耐震化事業を継続
させる必要があると考えている。

予
算
監
視
・
効

率
化
チ
ー

ム
の

所
見

一部改善（事業の優先度を勘案し縮減）
本事業は平成２１年度の補正予算により大幅に予算額が増加したところであるが、平成２１年度以前の執行率が低調であることか
ら、本事業の必要性を見直し、優先順位を付けるなど効率化を図ること。

総事業費(執行ベース) 11 7 122,294

補
　
記



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

未耐震の災害拠点病院、救命救急セン

ター、二次救急医療機関が行う耐震化

の ための新築、増改築、耐震補強工

事について、費用を助成する。



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A.福岡県 E.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

交付金 都道府県が造成した基金 5,372

計 5,372 計 0

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0


